
 

施策 5 大量退職・採用時代における教員の資質向上  

施策の評価 

令和 3 年度 令和 4 年度 

Ａ B 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

実施内容と成果 

■全国的に教員志願者が減少している中、本市においては、教員採用試験内容等の見直し（新型コ

ロナウイルス感染症に係る対応を含む）や、教員採用試験 PR 動画の作成、全国出版の教員採用試験

情報誌への掲載等の広報強化を行うなど、教員のやりがいや、北九州市で働く魅力を発信したこと

により、志願者数は 874 人と令和 3 年度実施試験 783 人より 91 人増加した。 

 

■「北九州教師養成みらい塾」「みらい塾出前講座」を開講し、本市教員採用試験の受験の啓発等を

図った。 

 

■教員専用ウェブサイト「KitaQ せんせいチャンネル」のアクセス数は、令

和 4 年度は 354,494 回と令和 3 年度と比べ 205,597 回増加し、ポス

トコロナを見据えた教育動向を踏まえて、授業改善・学校運営への参画・業

務改善等の Web 研修動画の内容を一部更新して、ウェブサイトの内容に

ついて高い水準を保っている。 

 

■女性の管理職登用率は、女性の教務主任への登用などの指導的な役割付与や、管理職からの期待

の伝達や指導育成により、目標を上回った。 

 
全体評価と課題、今後の方向性等 

 

■教員採用試験の受験倍率は目標値を下回る結果となったが、今後も、幅広い年齢層・多様な業種

で働く方に向け、ウェブサイトや動画投稿サイト等を活用し、「教員」という仕事の魅力を発信するな

ど、さらなる取組を進め、優れた資質をもつ教員の確保を目指す。 

 また、採用後だけでなく採用前から充実したサポート体制を整え、「あなたをひとりにしない」を合

言葉に、教員の働きやすい環境づくりに全力を尽くしていく。 

 

R3年度 R4年度
H30(2018)

基準値
R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023)

目標 － 2.2倍 2.4倍 2.6倍 2.8倍 3.0倍以上

実績 2.2倍 2倍 2.9倍 2.7倍 2.4倍

達成率 － 90.9% 目標達成 目標達成 85.7%

目標 － 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

実績 － 98.2% 96.5% 96.8% 94.1%

達成率 － 98.2% 96.5% 96.8% 94.1%

目標 － 20.6% 21.7% 22.8% 23.9% 25.0%

実績 19.4% 21.6% 23.0% 25.2% 24.9%

国（実績） 17.5% 18.6% 19.7% 21.1% 22.3%

達成率 － 目標達成 目標達成 目標達成 目標達成

H30(2018)

基準値
R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023)

目標 － 20.2% 21.4% 22.6% 23.8% 25.0%

実績 19.1% 23.2% 19.6% 22.9% 23.0%

達成率 － 目標達成 91.6% 目標達成 96.6%

重　点　指　標　

項目

c 教員採用試験の受験倍率

b
新採教諭研修において、教員に
なって「よかった」「どちらかと

いえばよかった」と答えた教員の
割合

指標の達成率

a

b

a

女性の教務主任の割合

a 女性の管理職登用率

参　考　指　標　

項目

p.33 参照 

p.33 参照 

a 大変順調（達成率 100％以上→「目標達成」） 

b 順調   （同 90％以上） 

c やや遅れ（同 70％以上） 

d 遅れ   （同 70％未満） 
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■人材の育成・資質の向上については、『新採教諭研修において、教員になって「よかった」「どちら

かといえばよかった」と答えた教員の割合』は目標に届いていないため、学校力向上訪問やメンタリ

ング教員の活用、OJT を推進するなど、さらなる取組を進めていくことで、教員の資質向上を目指

す。 

 

■女性活躍推進については、「女性の管理職登用率」が目標を上回っていることから、さらなる向上

に向け、取組を進めていくことで、性別に関わらない人材育成や組織風土の醸成を目指す。 

 

 

補足資料（経年変化等） 
 

●教員の新規採用者数・教員採用試験受験倍率（年度別）  

《出典：教育委員会調査》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●女性の管理職登用率（年度別） 

《出典：教育委員会調査》 
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施策 6 学校における業務改善の推進  

施策の評価 

令和 3 年度 令和 4 年度 

Ａ Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施内容と成果 

■「学校における業務改善プログラム＜第 2 版＞」を平成 31 年 3 月に策定し、このプログラムに基

づいて各学校において業務改善に取り組んできたところであるが、急激に変化する時代のなか、ポ

ストコロナを見据えながら、教育 DX の推進等、新たな課題に対応し、持続的に質の高い教育を実現

するとともに、教職員のワーク・ライフ・バランスのさらなる充実を図るため、令和 5 年 2 月に「学校

における業務改善プログラム＜第 3 版＞」を策定した。 

 

■学校現場や保護者の声を大切にしながら業務改善を推進するため、学校、教育委員会及び保護者

代表を構成員とする「業務改善推進拡大会議」を令和 3 年度同様 3 回開催した。 

また、令和 3 年度にモデル実施した「業務改善コンサルティング」をもとにした、「業務改善パッケ

ージ研修」を実施し、モデル校の視察や各学校で取り組んでいる内容の交流等を行うことを通して、

教職員の業務改善に対する意識のさらなる向上を図った。 

R3年度 R4年度
H30(2018)

基準値
R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023)

目標 － 30人 20人 10人 5人 0人

実績 41人 11人 2人 1人 2人

達成率 － 目標達成 目標達成 目標達成 目標達成

目標 －

6年:29時間/週

5年:29時間/週

4年:29時間/週

3年:28時間/週

2年:27時間/週

1年:26時間/週

6年:29時間/週

5年:29時間/週

4年:29時間/週

3年:28時間/週

2年:27時間/週

1年:26時間/週

6年:28時間/週

5年:28時間/週

4年:28時間/週

3年:28時間/週

2年:27時間/週

1年:26時間/週

6年:28時間/週

5年:28時間/週

4年:28時間/週

3年:28時間/週

2年:27時間/週

1年:26時間/週

各学年

27時間/週

以下

実績

6年:30時間/週

5年:30時間/週

4年:30時間/週

3年:29時間/週

2年:27時間/週

1年:26時間/週

6年:28時間/週

5年:28時間/週

4年:29時間/週

3年:29時間/週

2年:27時間/週

1年:26時間/週

6年:26時間/週

5年:26時間/週

4年:28時間/週

3年:28時間/週

2年:27時間/週

1年:26時間/週

6年:26時間/週

5年:26時間/週

4年:27時間/週

3年:27時間/週

2年:27時間/週

1年:26時間/週

6年:26時間/週

5年:26時間/週

4年:27時間/週

3年:27時間/週

2年:27時間/週

1年:26時間/週

達成率 目標達成 目標達成 目標達成 目標達成

達成した学年数 （5学年/6学年） （6学年/6学年） （6学年/6学年） （6学年/6学年）

H30(2018)

基準値
R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023)

目標 － 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

実績 － 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

達成率 － 目標達成 目標達成 目標達成 目標達成

目標 － 94.4% 95.8% 97.2% 98.6% 100.0%

実績 93.2% 調査中止 93.1% 91.9% 85.7%

達成率 － － 97.2% 94.5% 86.9%

目標 － 48.0% 56.0% 64.0% 72.0% 80.0%

実績 42.1% 調査中止 44.8% 46.5% 53.3%

達成率 － － 80.0% 72.7% 74.0%

目標 － 55.0% 60.0% 67.0% 74.0% 80.0%

実績 48.7% 調査中止 57.2% 58.4% 56.2%

達成率 － － 95.3% 87.2% 75.9%

－

a

部活動休養日を平均して週2

日以上取得している部活動の

割合

ワーク・ライフ・バラン
スが実現できていると感
じている教員の割合

日々の仕事にやりがいを
感じている教員の割合

小学校の担任教員の
持ち授業時数

項目

参　考　指　標

指標の達成率

a

a

重　点　指　標

子どもと向き合う時間を確保

できていると感じている教員

の割合

a
【減少目標】

小学校、中学校、特別支援学
校の勤務時間外における月平

均在校時間が80時間超えの教

員数

項目

p.35 参照 

a 大変順調（達成率 100％以上→「目標達成」） 

b 順調   （同 90％以上） 

c やや遅れ（同 70％以上） 

d 遅れ   （同 70％未満） 
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■適切な部活動運営について、「北九州市部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」を令和 2

年 3 月に策定し、令和 2 年度より本ガイドラインに則った部活動運営を行うことを周知、徹底してい

る。具体的には、原則、週当り 2 日以上の休養日を設定すること（「土・日曜日いずれか一方を休養日

とすること」に加え、「平日（祝日含む）に週当り1日以上の休養日を設定すること」）、1日の活動時間

は、平日は 2 時間程度、土・日曜日（祝日含む）は 3 時間程度としている。 

 

■スクール・サポート・スタッフについては、令和３年度から３３名増員し、令和４年度は１７１名となっ

た。増員したことで配置校の拡充を行い、一層の教員の負担軽減を図った。 

顧問教員に代わって、単独で部活動指導や引率等の業務を行う「部活動指導員」はコロナ禍で制

限がある中、28名を確保し、配置した部活動の顧問教員の在校時間削減等、教員の負担軽減につな

がった。 

 

全体評価と課題、今後の方向性等 

■「業務改善推進拡大会議」の開催やスクール・サポート・スタッフの充実による効果等により、「月平

均在校時間が 80 時間超えの教員数」は目標達成に向け、良好に推移している。引き続き、学校、教

育委員会及び保護者が連携し、「学校における業務改善プログラム（第 3 版）」を着実に推進する。 

 

■「学校における業務改善プログラム＜第3 版＞」の策定に係る「業務改善実践推進校」を選定した。 

実践校での取組や、その他各校における好事例について、業務改善通信等を通して周知を図るな

ど、各校における取組をより一層支援する。 

 

■これまで各種取組により、在校等時間の削減等、一定の成果は見られるが、各学校の進捗状況に

は差があるのが現状である。 

したがって、今後は全校一斉に同じ取組を実施するのではなく、教育委員会が各学校の業務改善

の進捗状況等を適切にアセスメントし、各校の課題等に応じた「個別最適な学校支援」をしていく。 

 

補足資料（経年変化等） 

 

●勤務時間外における月平均在校時間が 80 時間超えの教員数 

《出典：教育委員会調査》 

単位：人 
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施策 7 長期欠席、いじめ等へのきめ細かな対応 

施策の評価 

令和 3 年度 令和 4 年度 

Ｃ C 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 上記の重点指標、参考指標については、前年度実績を翌年 10 月に公開していることから、今回の指標の評価は前年度（Ｒ3 年

度）実績を基に行った。 

※ 長期欠席児童生徒数について、令和 2 年度より、①長期欠席の定義が「『欠席日数』のみで 30 日以上登校しなかったもの」から

「『欠席日数』及び『出席停止・忌引き等』の日数の合計で 30 日以上登校しなかったもの」に変更され、②「新型コロナウイルスの感

染回避」の項目が新たに追加された。②の数値については、地域差が大きく、一概に全国平均とは比較できないため、除外して算

定した。 

 

 

R3年度 R4年度
H30(2018)

基準値
R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023)

目標 － 全国平均以下 全国平均以下 全国平均以下 全国平均以下 全国平均以下

実績 18.1人 18.8人 24.1人 34.3人

国（実績） 13人 14.1人 15.7人 28.9人

達成率 － 66.7% 46.5% 81.3%

目標 － 全国平均以下 全国平均以下 全国平均以下 全国平均以下 全国平均以下

実績 57人 58.9人 64.7人 88.6人

国（実績） 47.6人 50.1人 51.6人 71.3人

達成率 － 82.4% 74.6% 75.7%

目標 － 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

実績 99.4% 99.8% 93.3% 97.3%

国（実績） 84.7% 83.6% 77.5% 80.4%

達成率 － 99.8% 93.3% 97.3%

目標 － 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

実績 98.8% 98.0% 92.4% 96.4%

国（実績） 82.9% 81.5% 76.9% 79.1%

達成率 － 98.0% 92.4% 96.4%

H30(2018)

基準値 R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023)

目標 － 138件 133件 128件 123件 118件以下

実績 106件 169件 149件 212件

達成率 － 77.5% 88.0% 34.4%

目標 － 66.9% 67.4% 67.9% 68.4% 68.9%

実績 44.2% 19.5% 22.9% 92.0%

国（実績） 49.2% 46.0% 27.8% 27.1%

達成率 － 29.1% 34.0% 目標達成

目標 － 53.8% 54.3% 54.8% 55.3% 55.8%

実績 53.5% 26.9% 32.7% 92.3%

国（実績） 48.4% 46.1% 28.1% 28.1%

達成率 － 50.0% 60.2% 目標達成

目標 － 前年度（23.8%）より増加 前年度より増加 前年度より増加 前年度より増加 前年度より増加

実績 23.8% 19.2% 5.8% 8.9%

国（実績） 11.5% 11.6% 9.9% 8.9%

達成率 － 80.7% 30.2% 目標達成

目標 － 前年度（26.2%）より増加 前年度より増加 前年度より増加 前年度より増加 前年度より増加

実績 26.2% 27.0% 17.6% 16.1%

国（実績） 15.1% 15.4% 13.6% 12.7%

達成率 － 目標達成 65.2% 91.5%

小学校

不登校児童生徒に
おける学校外の機
関（フリースクー
ル、支援室等）で
学習等を行い出席
扱いとなった生徒
の割合

小学校

中学校

重　点　指　標

中学校

不登校児童生徒の
好転率

【減少目標】
暴力行為発生件数

中学校

いじめの解消率
（年度間）b

小学校

指標の達成率

d

b

小学校

参　考　指　標

項目

項目

中学校

【減少目標】

長期欠席児童生徒数

(1,000人当たり)
c

前年度（令和3年度）の
実績で評価。

「新型コロナウイルスの感染
回避」によるものを除く。

前年度（令和3年度）の
実績で評価。

前年度（令和3年度）の
実績で評価。

前年度（令和3年度）の
実績で評価。

前年度（令和3年度）の
実績で評価。

前年度（令和3年度）の
実績で評価。

前年度（令和3年度）の
実績で評価。

前年度（令和3年度）の
実績で評価。

前年度（令和3年度）の
実績で評価。

p.38 参照 

p.39 参照 

p.40 参照 

a 大変順調（達成率 100％以上 →「目標達成」） 

b 順調   （同 90％以上） 

c やや遅れ（同 70％以上） 

d 遅れ   （同 70％未満） 

p.40 参照 
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実施内容と成果 

■不登校やいじめなどの課題を抱える児童生徒の対応にあたる社会福祉士又は精神保健福祉士の

資格を持つスクールソーシャルワーカーを 19 人配置し、のべ 29,822 回（令和 3 年度：29,907

回）の学校訪問・家庭訪問・関係機関訪問等を行うことで、的確に実態を把握し、きめ細かな対応に

より、課題の解決に取り組んだ。 

 

■小中連携 SUTEKI アンケート北九州版を全 62 中学校で実施し、長期 

欠席の未然防止に向けて取り組んだ。 

 

■9 月の「いじめ防止強化月間」に向け、児童会・生徒会による「中学校区 

ミーティング」等を開き、児童生徒が主体となって居心地のよい学校・ 

学級づくりに取り組んだ。 

 

■例年同様、いじめに関して実態把握をするため、9 月に全市一斉にアンケート・面談を実施した（令

和 4 年度の調査結果は未公表）。令和 3 年 9 月の本調査では、小学校で 1,573 件、中学校で 384

件のいじめを認知し、把握した事案については、児童生徒に対する指導や保護者を含めた話し合い

などの対応を行い、いじめの早期発見・早期対応及び再発防止の徹底に努めた。 

 

■児童生徒相互の好ましい人間関係づくりのため、小中 9 年間を見通した｢北九州子どもつながり

プログラム｣を全校で実施した。 

 

■学校単独では解決困難な事案に対応する教育委員会の担当者が、学校への訪問等により学校支

援を積極的に行い、問題の発生の予防や苦情、事件・事故に対応した（令和 4 年度は 3,826 件）。 

また、弁護士や精神科医、臨床心理士（スクールカウンセラー）、警察官 OB による学校支援チーム

が 29 件、スクールロイヤーが 117 件の事案に対応することで、多くの事案において、問題の早期解

決やよりよい解決につなげることができた。 

 

■不登校児童生徒数増加の傾向から、令和元年 11 月に不登校対策に係る有識者会議を設置し、令

和 2 年 11 月にまとめられた報告書をうけ、令和 3 年度から、欠席が長期継続している中学生を対

象に、「規則正しい生活習慣の改善につなげる」など社会的自立に向かうことができるように GIGA

端末を活用してオンライン授業を行う「未来へのとびら」を開始した。令和 4 年度は対象を従来の中

学生のみから小学校5・6年生まで拡大したところ、小学生２５名、中学校１４１名が登録し、令和4年

5 月末から令和 5 年 2 月末まで実施した。オンライン授業を受けた児童生徒やその親からは、「生活

リズムが整った」「登校できていない不安感がなくなった」「家族との話題が増えた」など、前向きな

意見が多く聞かれた。 

 

全体評価と課題、今後の方向性等 

■「長期欠席児童生徒数（1,000 人当たり）」は増加傾向にあり、長期欠席の状況は依然として深刻

な状態である。このうち、長期欠席については、令和 2 年度から、「欠席日数」に「出席停止・忌引き

等」の日数を合計した日数が 30 日以上となったものが加わったこともあり、長期欠席者が増加した

と考えられる。 

不登校者については、全国と同様に増加傾向にあるため、今後も不登校対策のさらなる充実に努

めていく。 

 

■不登校特例校の設置を含めた不登校支援の今後の方向性やあり方等の検討を進める。 

 

■いじめ等問題行動への対応については、引き続き「北九州市いじめ防止基本方針」に基づき、いじ

めの未然防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進していく。 

 

■スクールソーシャルワーカーの増員やスクールカウンセラー、スクールロイヤーの活用により、多く

の課題が解決に向かっており、引き続き専門人材の配置・活用を進めていく。 

 

▲中学校区ミーティングの様子 
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■「未来へのとびらオンライン授業（みらとび）」については、参加者と授業者、及び参加者同士が双

方向でのコミュニケーションを楽しめるようになっていることや、学びに対して自信が持て意欲的に

取り組むようになっている、など多くの変容がみられた。 

  また、参加者の保護者からは、「みらとびの授業に参加して小 1 から止まってしまった小学校生活

が、ここからまたスタートできたような、そんな感覚を親として感じた」といった感謝の言葉が届くな

ど、一定の評価をいただいている。 

参加者や保護者から「来年も参加したい」という声が多く寄せられており、令和５年度も引き続き

実施する。 

 

補足資料(経年変化等) 

●長期欠席（不登校）の児童生徒数（年度別） 

《出典：文部科学省 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（調査票情報を利用し独自に集計）》 

 ◆小学校 

単位：人

H30 R1 R2 R3

47,548 47,082 46,455 45,623

457 384 269 230

0 0 0 0

181 261 310 416

536 843

222 242 539 921

860 887 1,654 2,410

860 887 1,118 1,567

北九州市 18.1 18.8 24.1 34.3

全国 13.0 14.1 15.7 28.9

北九州市 3.8 5.5 6.7 9.1

全国 7.0 8.3 10.0 13.0

長
期
欠
席

計（新型コロナウイルスの感染回避を除く）

その他

計

長期欠席児童数
（１,０００人当たり）
（新型コロナウイルスの感染回避を除く）

不登校児童数
（１,０００人当たり）

病　気

経済的理由

不登校

新型コロナウイルスの感染回避

＜小学校＞

児童数

単位：人 
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◆中学校 

 

 

 

 
1,11

※ 令和 2 年度以降の「長期欠席」については、「欠席日数」及び「出席停止・忌引き等」の日数の

合計の日数により、30 日以上登校しなかったもの。 

※ 「その他」の主なもの 

・保護者の教育に関する考え方、登校についての無理解などの家庭の事情によるもの。 

・「病気」「経済的理由」「不登校」の理由により登校しなかった日数の合計が 30 日に満たず、学

校教育法又は学校保健安全法に基づく出席停止、学年の一部休業、忌引き等の日数を加え

ることによって、登校しなった日数が 30 日以上となるもの。 

※ 児童数は、「教育調査統計資料」より各年 5 月 1 日現在 

単位：人

H30 R1 R2 R3

22,280 22,205 22,252 22,429

361 365 313 315

0 0 0 0

757 833 923 1,114

229 439

152 109 204 559

1,270 1,307 1,669 2,427

1,270 1,307 1,440 1,988

北九州市 57.0 58.9 64.7 88.6

全国 47.6 50.1 51.6 71.3

北九州市 34.0 37.5 41.5 49.7

全国 36.5 39.4 40.9 50.0

計（新型コロナウイルスの感染回避を除く）

長期欠席児童数
（１,０００人当たり）
（新型コロナウイルスの感染回避を除く）

不登校生徒数
（１,０００人当たり）

生徒数

長
期
欠
席

病　気

経済的理由

不登校

新型コロナウイルスの感染回避

その他

計

＜中学校＞

H30 R1 R2 R3

938 1,094 1,233 1,530

2,130 2,194 2,558 3,555

不登校合計

長欠合計
（新型コロナウイルスの感染回避を除く）

単位：人 
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●いじめの解消率の年度推移 

《出典：文部科学省 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（調査票情報を利用し独自に集計）》 
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▲避難訓練の様子 

施策 8 児童生徒等の安全の確保  

施策の評価 

令和 3 年度 令和 4 年度 

C C 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施内容と成果 

■全校で、学期に 1 回以上（年 3 回以上）の避難訓練を行い、災害発生時に

児童生徒が主体的に行動し、自らの命を守ることができる思考・判断及び行

動力の育成に取り組んだ。 

 

■教職員を対象とした児童生徒の安全に関する研修会の実施や、児童生徒

等への安全に関する指導を通して、重篤な事故の未然防止に取り組んだ。 
 

■児童生徒等の健康管理について、教職員を対象にアレルギー疾患対策に係る研修会を行った。 

専門医による食物アレルギーに関する動向やエピペントレーナーの正しい使用方法、食物アレルギー

対応給食等に関する注意点等の説明を行い、児童生徒等が学校で安心して学べる環境整備を図っ

た。感染症については、研修の形式は取らず、国の動向や新型コロナウイルス感染症対策子ども専門

家チーム（ＣＣＡＴ）の助言をもとに、随時、感染症対策の情報提供を学校へ行い、各学校にて教職員

への周知徹底を図った。 

R3年度 R4年度
H30(2018)

基準値
R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023)

目標 － 0件 0件 0件 0件 0件

実績 0件 0件 0件 0件 0件

国（実績） 84件 71件 62件 58件 未公表

達成率 － 目標達成 目標達成 目標達成 目標達成

－ 12件 9件 6件 3件 0件

〔－〕 〔0件〕 〔0件〕 〔0件〕 〔0件〕 〔0件〕

12件 11件 9件 12件 21件

〔0件〕 〔0件〕 〔0件〕 〔0件〕 〔0件〕

－ 108.3% 100.0% 0.0% 0%未満*

〔－〕 〔目標達成〕 〔目標達成〕 〔目標達成〕 〔目標達成〕

H30(2018)

基準値
R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023)

目標 － 1回 1回 1回 1回 1回

実績 1回 1回 1回 0回 0回

達成率 － 目標達成 目標達成 0.0% 0.0%

目標 － 1回 1回 1回 1回
1回　※新採

教員、未受

講者対象

実績 1回 1回 1回 1回 1回

達成率 － 目標達成 目標達成 目標達成 目標達成

目標 － 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

実績 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

達成率 － 目標達成 目標達成 目標達成 目標達成

目標 － 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

実績 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

達成率 － 目標達成 目標達成 目標達成 目標達成

避難訓練の実施率
（各学校の実情に
応じた避難訓練を
学期に1回以上実施
した学校の割合）

小学校

中学校

学校管理下における死亡
事故発生件数

d

【減少目標】

学校給食におけるアレル
ギー事故（初発事故を除
く）件数
〔そのうち死亡事故件
数〕

教職員向け感染症
及びアレルギー関
係研修の開催回数

感染症

アレル

ギー

参　考　指　標

項目

指標の達成率

a

d

重　点　指　標

項目

a
目標

実績

達成率

＊【減少目標】の考え方については、p.13 のとおり 

 

p.42参照 

a 大変順調（達成率 100％以上→「目標達成」） 

b 順調   （同 90％以上） 

c やや遅れ（同 70％以上） 

d 遅れ   （同 70％未満） 
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全体評価と課題、今後の方向性等 

■「学校管理下における死亡事故発生件数」は 0 件であり、取組による効果が表れているが、「学校

給食におけるアレルギー事故（初発事故を除く）件数」は前年度より増加した。中でも、学校（教室）対

応ミスが増加していたため、令和５年度当初に学校へ注意喚起を行った。今以上にアレルギー対応

の手順を徹底するとともに、引き続き、北九州市通学路交通安全プログラムや、各学校での点検チェ

ックシートを活用した施設点検の着実な実施等により、事故防止に努めていく。 

 

■防災・減災教育については、引き続き、児童生徒と保護者が避難場所を共有できる「災害時連絡カ

ード」の活用や、地域と連携した避難訓練の実施を推進し、保護者や地域との関わりを大切にしなが

ら、市民とともに防災意識を高める。 

 

■新型コロナウイルス感染症対策については、令和 5 年 5 月 8 日以降、感染症法の 5 類感染症へ

移行したことに伴い、本市が作成した「学校・幼稚園における新型コロナウイルス感染症対応保健マ

ニュアル」を廃止し、文部科学省の「衛生管理マニュアル」に沿って実施することとなった。平時の感

染症対策については、児童生徒等の健康観察、換気の確保、手洗い、咳エチケット、感染流行時には、

マスクの着用を促すこと、身体的距離の確保、具体的な活動場面ごとの感染症対策を徹底すること

で、感染予防に努める。 

 

補足資料（経年変化等） 

●北九州市立小・中学校事故件数 《出典：教育委員会調査》 

※日本スポーツ振興センターの給付を受けた件数 

 

●学校給食における食物アレルギー事故件数（初発事故を除く） 

 《出典：教育委員会調査》                       

 H30 R1 R2 R3 R4 

計 12 件 11 件 9 件 12 件 ２１件 

 

 H30 R1 R2 R3 R4 

小
学
校 

総件数 3,932 3,952 2,572 2,987 2,917 

骨折 943 942 647 688 660 

捻挫・脱臼 829 871 568 644 614 

打撲・挫傷 1,317 1,241 778 1,018 974 

創傷 543 557 351 412 440 

火熱傷 14 20 19 10 13 

歯・顎の損傷 43 57 32 26 31 

その他 243 264 177 189 185 

中
学
校 

総件数 3,052 3,108 2,020 2,297 2,304 

骨折 955 972 633 721 690 

捻挫・脱臼 666 697 465 540 581 

打撲・挫傷 935 965 635 712 709 

創傷 183 190 86 101 113 

火熱傷 13 5 5 7 12 

歯・顎の損傷 19 8 7 8 2 

その他 281 271 189 208 197 

小・中学校 総件数 6,984 7,060 4,592 5,284 5,221 

（単位：件） 
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施策 9 家庭・地域・学校の連携  

施策の評価 

令和 3 年度 令和 4 年度 

B B 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施内容と成果 

■「北九州の企業人による小学校応援団」と連携し、全小学校（128 校）を対象に、248 回の出前授

業に取り組んだ。新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から行い方等の制限はあったも

のの、昨年度に比べて申込数・実施件数ともに大幅に増加した。オンライン実施等、企業の協力もあ

り、児童の体験活動を継続することができた。 

 

R3年度 R4年度
H30(2018)

基準値 R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023)

目標 － 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上

実績 64.4% 71.9% 調査中止 59.7% 50.5%

国（実績） 62.7% 68.0% 調査中止 58.1% 52.7%

達成率 － 目標達成 － 目標達成 95.8%

目標 － 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上

実績 44.1% 59.2% 調査中止 46.4% 35.4%

国（実績） 45.6% 50.6% 調査中止 43.7% 40.0%

達成率 － 目標達成 － 目標達成 88.5%

目標 － 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上

実績 58.1% 59.0% 調査中止 58.0% 53.2%

国（実績） 66.2% 66.1% 調査中止 62.5% 59.4%

達成率 － 89.3% － 92.8% 89.6%

目標 － 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上

実績 59.3% 60.4% 調査中止 71.4% 61.4%

国（実績） 70.6% 69.8% 調査中止 75.9% 69.5%

達成率 － 86.5% － 94.1% 88.3%

目標 － 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上

実績 55.4% 58.4% 52.2% 64.7% 65.0%

国（実績） 56.8% 隔年調査 調査中止 70.1% 71.5%

達成率 － － ― 92.3% 90.9%

目標 － 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上

実績 53.6% 67.0% 58.0% 64.6% 67.9%

国（実績） 58.4% 隔年調査 調査中止 67.9% 69.5%

達成率 － － ― 95.1% 97.7%

H30(2018)

基準値 R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023)

目標 － 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上

実績 91.8% 92.6% 調査中止 92.0% 91.3%

国（実績） 94.5% 95.3% 調査中止 94.9% 94.4%

達成率 － 97.2% － 96.9% 96.7%

目標 － 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上

実績 89.0% 91.0% 調査中止 90.9% 89.7%

国（実績） 91.9% 93.1% 調査中止 92.8% 91.9%

達成率 － 97.7% － 98.0% 97.1%

目標 － 前年度(218件)以上 前年度(209件)以上 前年度(160件)以上 前年度以上 前年度以上

実績 218件 209件 160件 151件 163件

達成率 － 95.9% 76.6% 94.4% 目標達成

目標 － 前年度(253件)以上 前年度(235件)以上 前年度以上 前年度以上 前年度以上

実績 253件 235件 71件 122件 248件

達成率 － 92.9% 30.2% 目標達成 目標達成

小６
朝食を毎日「食べ
ている」「どちら
かと言えば食べて
いる」と回答した
児童生徒の割合

中３

小６

中３

b
中２

b
「スマートフォン
の利用について家
庭内でのルールが
ある」と回答した
児童生徒の割合

小５

重　点　指　標　

項目

指標の達成率

a

b
小６

b

授業以外（月～金
曜日）の学習時間
が１時間以上の児
童生徒の割合

c

「地域の行事に参
加する」と回答し
た児童生徒の割合

「北九州の企業人による小学
校応援団」による出前授業・

研修等の実施延回数

項目

参　考　指　標　

パブリシティ件数

中３

p.44 参照 

p.45 参照 

a 大変順調（達成率 100％以上 →「目標達成」） 

b 順調   （同 90％以上） 

c やや遅れ（同 70％以上） 

d 遅れ   （同 70％未満） 

p.44 参照 

p.45 参照 

p.45 参照 

p.45 参照 
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■「ネットトラブル等防止及び啓発・研修事業」において、不適切な書き込みに対するネットパトロー

ルを実施したことで、子どもを取り巻く有害環境の問題への早期発見・早期対応につながった。 

また、安全にスマホ・インターネットを利用するために、関係部局等と連携を図りながら、家庭での

ルールづくりやフィルタリングの設定など、適正な利用がなされるよう保護者に対して啓発を行っ

た。 

 

■新聞・テレビなどの報道機関に対する、記者発表や資料配布等による情報提供（パブリシティ活

動）は、延べ 163 件であり、新型コロナウイルス感染症の感染拡大によるイベント等の自粛の影響が

大きかった令和 3 年度と比較すると、増加している。また、広報紙「北九州市の教育 未来をひらく」

や市政だより等を活用して様々な情報発信を行った。 

 

■スクールヘルパーの延べ活動人数は42,170人で、コロナ禍の中でも多くの市民が学校の教育活

動をサポートした。 

 

全体評価と課題、今後の方向性等 

■コミュニティ・スクール、地域学校協働活動事業をはじめ、様々な市民ボランティア等と連携し、各

学校の実情に応じて学校教育を支援する取組を進めていくことで、「地域とともにある学校づくり」

を推進する。 

 

■本市の課題である家庭学習については、教育委員会ホームページを活用し、家庭学習チャレンジ

ハンドブック等の家庭学習に関する情報発信を進めるなど、学校・家庭・地域の連携を支援し、児童

生徒の学習習慣の定着を図っていく。 

 

■「スマートフォンの利用について家庭内でのルールがある児童生徒の割合」は前年度を上回ってい

る。今後も、学校による啓発や、家庭における指導、ルールづくりなど、家庭と連携した取組を推進す

ることにより、児童生徒の携帯電話やスマートフォンの適切な使用を目指す。 

 

補足資料（経年変化等） 

●「今住んでいる地域の行事に参加している」と回答した児童生徒の割合（年度別） 

《出典：全国学力・学習状況調査》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和 2 年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により調査が中止となったため、実績なし。 
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●授業以外（月～金曜日）の学習時間が１時間以上の児童生徒の割合（年度別推移） 

《出典：全国学力・学習状況調査》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●「スマートフォンの利用について家庭内でのルールがある」と回答した児童生徒の割合  

《出典：全国学力・学習状況調査》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●携帯電話・スマートフォンの所持率の経年変化（小 5・中 2） 

《出典：全国学力・学習状況調査》 

 

 

 H30 R１ R2 R3 R4 

小 5 64.6％ 69.3% 71.4% 73.4% 70.9% 

中 2 80.0% 77.6% 83.5% 87.3% 88.6% 

※全国平均は、令和元年度は隔年調査のため調査なし、令和 2 年度は調査中止 

※令和 2 年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により調査が中止となったため、実績なし。 

単位：% 
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施策 10 社会的・経済的な課題への対応  

施策の評価 

令和 3 年度 令和 4 年度 

Ｂ B 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施内容と成果 

 

■「幼児教育と小学校の円滑な接続」を視野に、例年、各小学校区単位で「連携・交流事業」（公開保

育・授業、保育士・幼稚園教諭体験、幼児と児童の交流等）に取り組んでいる。令和３年度に続き、令

和４年度は新型コロナウイルス感染症の影響のため、多くの校区で、各施設を訪問して行う交流活動

は中止・縮小し、連携担当者の連絡会議や電話による情報交換会等、職員同士の情報共有を主とし

た連携事業を実施した。 

 

■貧困や虐待への対応を含め、児童生徒の課題の背景

にある環境等の問題に対して、関係機関との連携を図

りながら支援を行うため、スクールソーシャルワーカー

を配置した。（19 人） 

 

■全市立中学校で、機能性（動きやすさや防寒・暑さ対

策）の課題への対応や生徒の多様性への配慮を目的に、

北九州スタンダードタイプ標準服を令和 2 年 4 月から

導入した。（標準服は全生徒が、現行タイプとスタンダー

ドタイプのどちらかを選択でき、スタンダードタイプは、

ブレザー型で、性別にかかわらずスカートとスラックス

を選択できる。） 

 

R3年度 R4年度
H30(2018)

基準値 R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023)

目標 － 98.0% 98.5% 99.0% 99.5% 100.0%

実績 98.5% 99.0% 88.3% 84.7% 88.5%

達成率 － 目標達成 89.6% 85.6% 88.9%

目標 － 42.0% 44.0% 46.0% 48.0% 50.0%

実績 43.5% 39.8% 52.8% 54.3% 53.7%

達成率 － 94.8% 目標達成 目標達成 目標達成

H30(2018)

基準値 R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023)

目標 － － － 前回(92.8%)以上 － 前回以上

実績 92.8% － － 調査中止 88.7% －

達成率 － － － － － －

目標 － 前年度(88.1%)以上 前年度(88.8%)以上 前年度以上 前年度以上 前年度以上

実績 88.1% 88.8% 88.7% 87.7% 84.5%

達成率 － 目標達成 99.9% 98.9% 96.4%

目標 － － － 前回(96.5%)以上 － 前回以上

実績 96.5%(※) － － 97.3% － －

達成率 － － － 目標達成 － －

c

６歳

ひとり
親家庭

生活保
護世帯

生活保護世帯及びひと
り親家庭の子どもの高

等学校等進学率

※ひとり親家庭につい
ては5年毎の調査

前回：H28年度
次回：R3年度

保幼小連携事業を実施す
る保育所、幼稚園、小学
校の割合

a
スクールソーシャルワーカー
等による支援対象者数に対す
る解決・好転した割合

重　点　指　標　

項目

指標の達成率

c

a

参　考　指　標　

項目

朝食を、ほぼ毎日食べ
ていると回答した割合

※5年毎の調査
前回：H28年度
次回： R3年度→R4年度

a 大変順調（達成率 100％以上→「目標達成」） 

b 順調   （同 90％以上） 

c やや遅れ（同 70％以上） 

d 遅れ   （同 70％未満） 
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全体評価と課題、今後の方向性等 

 

■保育所、幼稚園などの保育環境から小学校の学習環境への円滑な接続を図るため、様々な保幼小

連携事業を今後も継続していく。コロナ禍の状況に応じて対面が制限されている場合はオンライン

を活用するなど、実施の方法に配慮しながら取り組むようにする。 

 

■年々、スクールソーシャルワーカーに対する需要は高まっており、複雑化・多様化する様々な案件

に対応するため、スクールソーシャルワーカー自身の資質向上やスキルアップ等を図る必要がある。

引き続き人員の拡充や総括を中心とした OJT の推進、研修等の充実に努めていく。 

 

■北九州スタンダードタイプ標準服については、「選択肢が広がって良かった。」、「従来型の標準服

とスタンダードタイプの標準服を組み合わせて着用することができ、柔軟に対応できる。」などの意

見が上がっている。 

 

参考資料（公立夜間中学の検討） 

 公立夜間中学とは、様々な事情により義務教育を修了できなかった人や、不登校などの事情

により義務教育が十分に受けられなかった人などを対象に、夜の時間帯等に授業が行われる公

立の中学校である。  

 本市における公立夜間中学校を検討するため、学識経験者や実務経験のある者などから幅広

く意見を聞く「北九州市公立夜間中学校を考える会議」を開催した。 

 3 回にわたる会議での検討やパブリックコメント等を踏まえ、令和 5 年 2 月に「北九州市立夜

間中学校設置基本計画」を策定し、令和 6 年 4 月の開校を目指して取組を進めることとした。ま

た、校名の公募も行い、いただいた意見の中から「北九州市立ひまわり中学校」を選定した。 

 

■北九州市立夜間中学校設置基本計画（概要） 

【理 念】 「学ぶことが楽しい」・「学び続けたい」と思える学校 

          「仲間と色々な経験」ができる学校 

【校 名】 北九州市立ひまわり中学校 

          ＜校名の選定理由＞ 

・ひまわりは「北九州市の花」として、市⺠に広く認知されている 

・ひまわりの花言葉のように、「憧れ」や「情熱」をもって学ぶ夜間中学校の生徒

が想起される 

・ひらがな表記とすることで、親しみやすさが表現できる 

【開 校 時 期 】 令和 6 年 4 月 

【校 舎 位 置 】 北九州市立菊陵中学校（小倉北区下富野 1-2-1）内に設置 

【入学対象者】 北九州市に住む学齢期を過ぎた人 

【費 用】 授業料は無料。学用品や行事など一部有料。 

 

■夜間中学についてわかりやすく説明した動画「夜間中学っち、知っとお？」 

 

https://youtu.be/fGNW57ySPsQ 

47

https://youtu.be/fGNW57ySPsQ


 

施策 11 教育環境の整備  

施策の評価 

令和 3 年度 令和 4 年度 

B B 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

実施内容と成果 

■文部科学省が掲げる「GIGA スクール構想」により実現さ

れる新たな学びに対応するため、広域的に学校の ICT 活用

をサポートする「GIGA スクール運営支援センター」を設置す

ることで、児童生徒が日常的に 1 人 1 台端末を利用し、授業

や学習活動における効果的な ICT 活用を推進した。 

■GIGA 端末の活用について、学校のニーズに応じて指導主事を派遣し、GIGA 端末の活用研修や

授業づくりに関する支援を行った。GIGA スマートスクール指定校（8 校）において、ICT を活用した

授業をオンラインで公開するとともに、各校での授業実践例を全市にホームページを通じて発信し

た。 

■多くの児童生徒が一斉に動画視聴を行うなどの大容量通信が発生する場合でも、円滑に利用で

きる環境を整備していたことで、コロナ禍において、登校できない児童生徒に対して希望に応じてオ

ンラインによる学習支援を行うことができた。ピーク時は 1 万人を超える児童生徒がオンライン授業

に参加した。 

■学校規模適正化については、平成 31 年 3 月に学校規模適正化白書における本市の小・中学校の

将来推計を更新したことに伴い、新たな適正化対象校 27 校を公表した。そのうち、小森江西小学校

と小森江東小学校、修多羅小学校と古前小学校について適正化に着手し、保護者及び地元説明会を

経て、令和 2 年 1 月に統合準備委員会を設置し、統合に向けた協議を開始した。その結果、修多羅小

学校と古前小学校については、令和 4 年 3 月に閉校し、同年 4 月に、新たに「くきのうみ小学校」が

開校した。また、小森江西小学校と小森江東小学校については、令和 5 年 3 月に閉校し、同年 4 月

に、新たに「小森江小学校」が開校した。 

R3年度 R4年度
H30(2018)

基準値
R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023)

目標 － 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上

実績 0.0% 0.8% 100.0% 100.0% 100.0%

国（実績） 34.5% 41.0% 48.9% 78.9% 93.3%

達成率 － 2.0% 目標達成 目標達成 目標達成

目標 － 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上

実績 67.5% 56.0% 56.6% 65.7%

国（実績） 69.7% 69.8% 70.2% 75.3%

達成率 － 80.2% 80.6% 87.2%

目標 69.8% 75.0% 80.0%

実績 69.1% 77.0%

達成率 99.0% 目標達成

実績 2校閉校 1校閉校 0校閉校
2校閉校
次年度

1校開校

2校閉校
次年度
1校開校

達成率 － － － － －

現状を踏ま

えた適正化

の推進
－－－－

R3(2021)R2(2020)
H30(2018)

基準値
R4(2022)

参　考　指　標　

項目 R5(2023)

重　点　指　標　

項目

a

指標の達成率

a

b a

無線LAN整備率

c
「児童生徒のICT活用を指導する能

力がある」と回答した教員の割合

c
「ICTを活用した授業がで
きる」と回答した教員の
割合

R1(2019)

－目標
学校規模適正化の実施状
況
※推計の見直し、統合等
の実施等

前年度（令和3年度）
の実績で評価。

無線LAN整備率が100%を
超えたため、R3年度より
新たに指標を追加した。

p.49 参照 

a 大変順調（達成率 100％以上→「目標達成」） 

b 順調   （同 90％以上） 

c やや遅れ（同 70％以上） 

d 遅れ   （同 70％未満） 

p.49 参照 
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全体評価と課題、今後の方向性等 

■ポストコロナにおいても、登校できない児童生徒に対し、引き続きオンラインによる学習支援を行

うなど、円滑に教育活動を行うことができる環境を維持していく。 

■令和 3 年 3 月に、市内の小中学校への高速インターネットの整備が完了し、ハード整備は整ったも

のの、本市の「ICT を活用した授業のできる教員の割合」は全国平均よりも低い数値となっている。

GIGA 端末の活用度合いに学校単位で「差」が発生することがないよう、活用状況の低い学校へ積

極的に学校訪問を行い、各学校の ICT 活用に関するサポートを重点的に行っていく。 

■学校規模適正化については、児童生徒数の減少により、小規模校が増加していることから、教育

環境の整備による教育効果の向上を図るため、引き続き取組を進めていく。 

 

補足資料（経年変化等） 

●国の第 3 期教育振興基本計画及び教育の ICT 化に向けた環境整備 5 か年計画(2018～

2022 年) 達成状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〇全国平均は、令和 3 年度学校における教育情報化の実態等に関する調査（文部科学省より） 

 〇北九州市の状況は、令和 5 年 1 月現在の学校 PC 配備状況より 

 

●ICT を活用した授業ができる教員の割合 

《出典：文部科学省 学校における教育の情報化の実態等に関する調査》 

 

 

 

 

 

項目
教育のICT化に向けた

環境整備5か年計画 目標
全国平均

(R4年3月1日現在)
北九州市

(令和4年1月現在)
北九州市

(令和5年1月現在)

①
教育用コンピュータ１台当
たりの児童生徒数

3クラスに
1クラス分程度

0.9人/台 1人/台 1人/台

普通教室の無線LAN整備率 100% 93.3% 100% 100%
普通教室の校内LAN整備率 100% 98.0% 100% 100%
インターネット接続率
（ 30Mbps以上）

98.8% 100% 100%

インターネット接続率
（100Mbps以上）

95.2% 100% 100%

④
普通教室の大型提示装置整
備率

100％
（1学級当たり1台）

81.9% 144% 144%

⑤ 統合型校務支援システム 100% 79.9% 100% 100%

⑥ ICT支援員
４校に１人配置
(月5回程度派遣)

全校に月2回派遣 全校に月1回派遣

②

③ 100%
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施策 12 学校施設の整備  

施策の評価 

令和 3 年度 令和 4 年度 

C C 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施内容と成果 

■学校施設老朽化対策については、既存の学校施設を安全で安心な状態で利用できるよう、国の補

正予算も活用し、令和4 年度に9 校の大規模改修工事と 3校の外壁改修工事を実施し、着実に長寿

命化に取り組んだ。 

■市立小学校及び特別支援学校の給食調理室について、令和 3 年度より、市が機器を所有しない

「第三者所有方式」によるエアコン機器設置を進めており、令和 4 年度は 56 校に設置した。 

全体評価と課題、今後の方向性等 

■厳しい財政状況のなか、予算の範囲内で計画的に改修を行っていることから、大規模改修及び外

壁改修工事の実施校は目標を下回っているが、学校施設の老朽化対策としてはおおむね順調に改

修工事を実施しており、成果が表れている。 

■「北九州市学校施設長寿命化計画」に基づき、予防保全型の維持管理を推進するとともに、事業規

模を平準化しながら計画的な改修を実施し、施設の長寿命化を図っていく。 

■トイレ改修やエアコンの改修・設置など、充実した教育活動につながる快適な教育環境の整備を引

き続き進めていく。 

 

補足資料（経年変化等） 

●大規模改修工事の実施状況（令和 5 年 4 月現在）         《出典：教育委員会調査》 

 

 

 

 

R3年度 R4年度
H30(2018)

基準値
R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023)

目標 － 9校 10校 12校 12校

学校施設長

寿命化計画

に沿った計

画的な実施

実績 7校 8校 9校 9校 9校

達成率 － 88.9% 90.0% 75.0% 75.0%

目標
（累計）

－ 22校
29校

(+7校)
42校

(+13校)
46校

(+4校)

学校施設長

寿命化計画

に沿った計

画的な実施

実績
（累計）

14校 29校
32校

(+3校)
39校

(+7校)
42校

(+3校)

達成率 － 131.8% 110.3% 92.9% 91.3%

指標の達成率

c

b

重　点　指　標　

項目

c 大規模改修の新規実施校
数

b
外壁改修工事の実施校数

※()内は各年度の目標・実績校数

a 大変順調（達成率 100％以上→「目標達成」） 

b 順調   （同 90％以上） 

c やや遅れ（同 70％以上） 

d 遅れ   （同 70％未満） 
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